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1。 序 論
1973年 秋の第1次 エネルギー ・ショックを契機 とする,先 進工業国にお
ける経済の長期停滞は 「大 きな政府」に対する点検を迫 り,財 政の民間部門
に対する過度の介入に警鐘を鳴らしてきた。 とくにソビエ ト連邦の崩壊は,
市場経済に対する信頼を更に強固なものにしてきているように見える。経済
活動のボーダレス化が進展 し,各 国経済の相互依存性が益々強化される中で,
各種制度の国際的八一モナイゼーションが要請されている。 こうした状況の
もとで,公 共部門及び民間部門における一層の競争原理の導入は世界的な傾
向である。
日本 における民間部門に対する規制緩和,及 び政府部門における分権化は
時代の要請であり,こ うした一連の流れの中で捉える必要がある。勿論,規
制緩和や地方分権の推進は手段であって,そ の目的とするところは日本経済
の活力の回復及び国民福祉の維持 ・向上の確保にある。 とくに,成 熟段階に
達 した日本の経済社会のなかで,行 財政における分権化なしに,上 述の国際
的潮流に対処することは不可能である。人口の高齢化が進展 し,国 民のニー
ズが多様化する中で,現 在のような集権的意志決定 システムのもとでは,地
域住民の福祉,延 いては国民福祉の向上を遂行することは難 しい。 したがっ
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て,広 義に捉えれば,公 ・・私両部門における競争原理導入の圧力は,国 内的
要請及び外圧の一種 とみてもよいであろう。
中央政府に権限及び財源を集中するといった日本型中央集権システムは,
欧米先進国へのキャッチアップという目標達成 に大きな成果をあげてきた。
さらに,地 方政府の提供する公共サー ビスの質 ・量,及 びその財源を統御す
ることにより,全 国画一的な行政サー ビスの給付,地 方政府間の財政力格差
の調整,そ して地域間の人ロー人当たり所得水準の格差是正などといった均
一性確保のための政策遂行に威力を発揮 したと言えよう。逆に,集 権的シス
テムは,画 一的行政サービスと地域の実情 との乖離 地方政府の財政運営の
他力本願,国 土の不均衡発展,縦 割行政の弊害 などといった短所を顕在化さ
せてきた。
無論,分 権化すれば全てが旨く行 くと考えるのは短絡 にすぎると言えるで
あろう。集権及 び分権の双方のシステムにはそれぞれ長所,短 所があり,地
方分権化の機会費用は集権的意志決定システムの長所である(1)。現実的に解
を求める場合に必要なのは,短 所を極小化 させるなかで,両 者の長所をいか
に評価するかである。
図1は,縦 軸 に地方分権及 び中央集権の社会 的限界効用(SMU)を はか
り,横 軸は原点01か ら右方へ地方分権度,逆 に02か ら左方へ中央集権度
を示 したものである。地方分権の限界効用曲線(SMU1)を 右下が りに,中
央集権 のそれ(SMU2)を 右上 が りに描 いてあ る。 現 行制度 の分権度が
SMU1とSMU2の 下でA点 であるとすれば,今 後地方分権化 への評価が高
くなり地方分権の限界効用曲線がSMUIへ と上方移動 するな らば,均 衡点
はE'と なり最適な分権度はA'点 に拡大することになる。
分権 と集権は,そ の定義にもよるが現実には程度の問題であり,完 全な分
権 も,ま た完全な集権も存在 し得ない。「地方政府の独立性 はあ くまで も相
対的である」(2)ことを忘れてはならない。今後,わ が国の分権化への動 きは
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出所=大川政三ほか著『地域財政論』創成社,1994年,334頁,参 考
A点 か らどの程度,右 方へ移動するかであるが,一 定の点 に落 ち着 くまで
にはかなりの試行錯誤がなされるものと予想される。その際,長 期的な視点
から集権 ・分権の利益 ・不利益 に関する議論が必要と思われる。
地方分権が進展すると,地 域の比較優位構造の変更といった中央政府の介
入度が低下 し,地 域の経済活動水準は,当 該地域のもつ比較優位性,そ れに
当該地方政府の創意工夫に基づいた政策形成及びその実行能力により大きく
依存す るようになり,短 期的には所得格差が現在より拡大することは必至で
あろう。そして所得 ・資産 ・消費のいずれを主たる課税ベースにするにせよ
各地方政府の租税収入水準は,少 なくとも短期的には所得水準以上の格差が
発生するのは避けられない。
権限移譲等が進み,南 関東へ集中した経済活動のうち制度的要因に基づく
部分が除去されるならば,大 阪圏及び名古屋圏などの先進的地域は東京圏と
の格差が縮小されるであろう。地方圏,と りわけ人ロー人当たり所得水準が
全国の8割 以下の低開発地域における経済活動は,少 なくとも短期的には相
対的に低下すると予想される。
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とくに,深 刻なのは地方圏における県庁所在地などの中心都市以外の市町
村であり,過 疎化地域においては尚更である。 こうした地域では財源 トラン
スファーがなければ必要最低限の公共サービスの確保すら難 しく,住 民は十
分な公共サービスを享受できる一定規模以上の都市に移動 し,当 該地域社会
は崩壊するであろう。地方分権は地方の自立であり,経 済的,財 政的な基盤
の確立が不可欠であるが,国 土の均衡ある発展 といった観点からも中央政府
は開発の遅れた地域の経済が自律的に発展するまで,援 助する必要がある。
このような地域間格差の問題にどのように対処 していくかの適切な処方箋を
書かない限り,SMulの 上方移動 は大 きくはな らないであろうし,た とえ大
幅に移動 したとしても一時的なものであろう。つまり,分 権化時代における
一般財源補填及び特定財源補填といった補填財源の仕組みをどのように構築
するかである。地方政府間における各種の格差の調整に関する政策は,わ が
国においては,今 後 とも最も重要な課題であり続けるであろう。
以下,こ うしたことを念頭におき,わ が国地方歳入の実情と問題点を述べ,
地方分権化における自主独立財源及び補填財源等の在 り方について論 じる。
2.地 方財政 の実情
中央政府及び地方政府の経済活動の果たす役割は,① 資源配分の調整,②
所得や富の再分配,そ して③経済の安定的成長の確保である。 こうした財政
の機能といった観点か ら,地 方分権の推進 とは,地 方政府の基本的な機能 と
されてきた資源配分機能をさらに担 うとともに,所 得再分配及び経済安定化
の機能に大 きく関与することである。.よ り具体的には,各 地方政府 は自らの
行政管轄区域における公共サービスの供給 についての意志決定,並 びにその
財源確保に関 し広範な自由裁量権を確保することを意味する。供給する財の
性格か ら言 えば,中 央政府は非排除性及び非競合性 といった特徴を有する純
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粋公共財及びそれに近い公共サービスを供給 し,地 方政府は地域住民の嗜好
を反映 した地域公共財,つ まりナショナル ミニマムを越えた準公共財の供給
ということになる。とくに①の機能のうち地域特性をもった公共サービスの
給付,及 び③の地域活性化のための施策の推進が要請されよう。
本節では,地 方分権の観点か ら現在の地方歳入の問題点等を検討する。 そ
の歳入構成の推移等について述べ,そ れか ら地方分権化における歳入構造を
考察する。
地方政府の歳入科 目は中央政府に比べて多岐に亙っているが,そ の主要な
ものは地方税,一 般財源補填の地方交付税,特 定財源補填の国庫支出金,及
び地方債である。地方分与税 として一般財源補填の制度が創設され,地 方税,
一般財源補填,特 定財源補填及び地方債の4大 歳入科 目が揃 ったのは1940
年であった。それまで歳出についての自主決定権限は小 さかったものの,歳
入についてはかなりの裁量が認められていたが,1940年 の改革では,「さら
に歳入についても中央政府のコントロールが強化されることになった(3)。も
ちろん,そ れ以前の地方歳入がその総額,及 び構造に関 し望ましい水準にあっ
たというのではない。経済の発展段階は低水準にあり,財 政需要と歳入水準
の乖離は如何ともしがたいほど大きなもので,貧 困の中での歳入の自治であっ
た。地方分与税制度はその後シャウプ勧告にもとつ く1950年 の地方平衡交
付金制度を経て,54年 の現行地方交付税制度へと受 け継がれた。 シャウプ
勧告は日本 における地方 自治確立のため,た とえば,地 方独立税の確立,事
務配分 については市町村優先の原則などを勧告 した。それを受けていわゆる
神戸勧告で具体化されたが地方の主体性の強化 に資することができず,む し
ろ,そ の後地方財政に対する中央政府の拘束性 は強化 され,現 在に至 ってい
る。
さて,地 方分権の推進 といった観点から日本の地方財政の態様を概観 しよ
う。 まず,国 民経済における地方財政の地位(1994年 度)に ついてみると,
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地 方財 政 は国内総支 出の13.6%を 占め,中 央政 府 の4.3%の3倍 強 の比率 で
あ る。 公的支出 では,最 終消費支出の75.0%,総 資本形成 の74.4%を 占め て
お り,地 域経済 のみ な らず国民経済の動向 に大 きな影響 を与 えて いる。
つ ぎに,中 央政府及 び地方政府 の財政 の純 計歳 出額(1994年 度)を み る
と,中 央政府 約48.7兆 円,地 方政 府92.7兆 円で あ り,そ の比 率 は34.4対
65.5で あ る。 この よ うに公共 サ ー ビスの3分 の2が 地方 政府 を通 じて供給 さ
れ ている。 中央 ・地方 の歳出純計 に占める地方財政 の割 合 を1993年 度 につ
いてみ ると,日 本 は69.1%を 占め,ア メ リカ合衆国52.3%,ド イツ55.6%,
イギ リス30.4%,フ ラ ンス30.8%な どとな って お り(4),連 邦 国家 と比 べ て
も,公 共 サー ビスの供給 につ いては遥 かに高 い比率 を示 してお り,日 本 にお
ける地方分権 の水準 が高 いよ うにみえ る。 しか し,地 方政府 が自 らの裁量 の
下 で,地 域社会 の財 政需要 に対応 した公共 サー ビスを供給 してい るわけでは
ない。
ところで,1994年 度 にお ける地方歳入(純 計)の 構 成 を示 す と,地 方税
33.9%,地 方譲与税 ・交付税18.2%,国 庫支 出金14.4%,地 方 債14.9%,そ
して使 用料 ・手数料 等その他 の収 入18.6%で ある。地方税 などの自主財源 が
52.5%,地 方譲与税 ・交付税や国庫支 出金,地 方債 などか らなる依存 財源 が
47.5%で あ り,ま た地方税及 び地方譲与税 ・交付税 の一般 財源 が52.1%で あ
る。
これ ら主要 な財源 の歳入構成比 を1955年 度 か ら求 めたの が図2で あ る。
地方税 は1985～91年 度の いわゆ るバ ブル景 気の時期を除 けば,概 ね35%前
後 で推移 してお り,地 方共通 の固有財 源 であ る地方 交付 税 は16～18%の 間
にあ りほぼ一定 してい る。国庫支 出金 は1980年 代半ば以降20%を 下 回 り,
近年 では14%前 後で推移 してい るが,こ れ は中央政府 にお け る財政 危機 の
反映で ある。 また,地 方債 の発行 による収入 は第一次 エネルギー ・ショック
以降,そ の構成 比を高め10%前 後の比率で推 移 して きて い る。 この よ うに
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(資料)自 治省編r地 方財政統計年報』各年版
1950年 代半ば以降4大 歳入科 目の地方歳入における地位 は一貫 して変わ ら
ず,合 計 して歳入総額の8割 以上を占めてきている。
.ヒ述のように,日 本の地方財政の大きな特徴は地方歳出の規模と自主財源
の大宗をなす地方税収入との乖離が大きく,そ の差を埋める依存財源の割合
が極めて高いことであり,そ れに地方税が中央政府により厳格にコントロー
ルされていることである。地方税は課税標準が地方税法で規定され,法 定外
普通税を設ける場合には許可を必要とし,そ れに税率 も標準税率や制限税率
が設け られるなど,厳 しい租税統制がなされている。 したが って地方政府は
自らの意志により地方税収入に関 しその弾力性を確保することは困難である。
'このように当該地域社会か ら調達する財源に
ついて も自主決定権を持 ってい
ないのである。ただ,地 方税の画一性は,厳 密な財源調整を行なう際の前提
になっているとも言える。
地方分権が進展すれば,自 主決定権を確保 した地方税とともに地方歳入の
根幹をなすべき財源は地方債であろう。地方債は一応自主財源と地方自治法
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で規定されているが,実 状は中央政府の地方債計画にもとづき許可制がとら
れ,特 定依存財源とみてよい。市場原理があまり働かず,財 政力や信用力等
とは無関係に各地方政府において概ね同じような歳入構成比を示 している。
近年,地 方債は国庫支出金や地方交付税などとセットになって起債 される場
合が多 く,中 央政府による財源統御手段 となっている。
日本の財源調整制度の中心をなすのが地方交付税制度である。地方交付税
総額は国税の一定割合であり,そ の配分は地方政府の人口や人口密度,面 積
などの客観的基準をベースに算定 され,交 付 される。地方交付税は地方税の
代替財源としての性格を持っており,人 ロー人当たり金額でみると,地 方税
と負の相関関係にある。また1994年 度における財政力指数1以 上の団体,
すなわち普通交付税の不交付団体は都道府県8.5%(4都 府県),政 令指定都
市で33.3%(4市),市 町村4.7%(153市 町村)で あり,財 源調整が適正水
準を越えている。 また,現 行制度では,地 方税収入が増加 した場合,そ の増
加分について都道府県が80%,市 町村が75%,基 準財政収入額に算入され,
留保財源率 はそれぞれ20%と25%で ある。 この規定は,地 域経済を活性化
することにより地方税の増収を図ることに対するインセンティブを弱めてい
ると思われる。地方交付税は使途の特定されない一般財源であるとはいえ,
自らの努力な しに,或 いは税源酒甕の努力が少なければそれだけ多額収納で
きる依存財源であるとも言えよう。 このように現行の地方交付税制度は地方
政府の自助努力を阻害 している面があることも否定できない。
1994年 度における国庫支出金額は約14兆 円にのぼり,中 央政府の一般歳
出の3割 を超え,地 方政府への介入だけでなく,中 央政府の財政も大きく制
約 している。また国庫支出金は地方交付税とほぼ同様に,財 政力の弱い地域
に傾斜的に配分されており,事 後的には財政力格差是正の機能を有 している。
使途の特定された依存財源である国庫支出金は地方政府の自主性,主 体性を
最 も阻害 している財源だと槍玉に挙げられ,そ の運用面で多 くの弊害が指摘
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されてきている。とくに,補 助金待ちの財政運営への誘導の手段となってい
ることである。 これにより,地 方政府の財政活動を中央政府の意のままにコ
ントロールすることが可能だか らである。
地方政府が補助金を受け入れれば地方債の起債が認められ,そ してその償
還財源は地方交付税算定の際に基準財政需要額に算入されるといった方法が
採 られている。国庫支出金,そ れに地方債も特定依存財源化 しており,中 央
政府の意志決定に大きく左右されるのは当然であるが,近 年それが地方交付
税まで巻き込んでいるのである。現行制度は,地 方税の歳 入構成比をみれば,
概ね当該地方政府の歳入構造がわかる仕組みになっている。 また,前 述のと
おり地方税も中央政府の厳 しい統制下にあり,日 本の地方政府 は財源につい
ての意志決定権1ま極めて乏 しいと言わねばならない。 自明の事ではあるが,
今後,地 方分権を推進する際,歳 入及び歳出についての裁量権の確立 は不可
欠である。勿論,補 填財源や地方債の発行による収入があり,そ れに個々の
経済主体への便益の帰着が特定できる公共サービスの給付は受益者負担を原
則とすべ きであり,地 方財源のすべてを地方税で賄 う必要はない(5)。しか し,
歳入の自治を実現するたあには,地 方税を拡充する自主独立財源主義を基本
戦略とせざるをえず,税 源配分を再編す る抜本的税制改革が必要であろう。
3.自 主独立財源の拡充
前節で概観 したように,わ が国の第二次大戦後の地方歳入は,自 主財源と
依存財源の割合がほぼ1対1で 推移 してきた。 その中で地方税は概 ね35%
前後の比率を示 し,そ の他の自主財源は15～20%の 範囲を動 いてきたが,
両者 に対する地方政府の裁量の余地は小 さな ものである。本節では地方分権
化を財政面か ら保証する自主財源とくに地方税の在り方を考察する。
わが国の地方税制度 は,今 日の住民税の前身となる市町村民税が創設され
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た1940年 の税制改革にその原型を求めることができる。 その後,戦 後の一
連の制度改正を経て,1949年 のシャウプ勧告 に基づ き,現 行地方税制の枠
組みが構築された。従前の付加税主義が廃止され,府 県重視で展開されてき
た地方自主財源強化 も市町村優先の方向に修正 された。 シャウプ勧告に基づ
いてなされた改革の多 くはそのままの形では定着せず,1954年 の地方税財
政改革によりシャウプ税制の再編がなされた。地方税制については道府県民
税の復活などによる道府県税源の拡充,そ れに府県税として創設が勧告され
た付加価値税の不採用が決定 されたのである。 とはいえ,シ ャウプ勧告に基
づく税制以来,わ が国の地方税制は主 として所得と資産にベースを置 く課税
体系を採ってきており,種 々の改正があった ものの,1950年 代以降 その枠
組みは変わってないとみてよい。
さて,表1は1993年 におけるOECD諸 国の政府間税源配分並びに州及 び
地方税の課税標準を求めたものである。 日本の税源配分は国税63.0%,地 方
税37.0%の 割合であり,50年 代以降概ね2対1の 比率で推移 してきた。連
邦制国家における州及び地方への税源配分比率をみると,ア メリカ合衆国
45.7%,オ ース トラリア24.4%,カ ナダ53.0%,ド イツ48.5%で あ り,そ れ
にオース トリアとスイスを加えたOECD連 邦国家6力 国の単純平均 は43.4
%で ある。一方,イ ギ リスやフランス,イ タリアにおける地方税の比率はそ
れぞれ5.2%,5.9%,18.2%で あり,OECD単 一制国家18力 国の平均は16.3
%に すぎない。 これより,日 本の地方税収の比率は連邦制国家に比べてもそ
れほど低いとは言えず,単 一制国家よりかなりの高水準である。 しか し,群
を抜いた地方支出水準の高さを考慮に入れると税源配分比率は必ず しも高い
とは言えないと思われる。それに地方政府の課税自主権は大きく制限されて
おり,し たがって地方税の税源配分比率か ら分権の程度を判断するのは難 し
いと言える。
つぎに,OECD諸 国の州及び地方税の課税標準を概観 しよう。 まず,連
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表1税 源配分と州及び地方税の課税標準
単位:%
州及び地方税の課税標準(1993年)州及 び地方
への税源配
分(1993年)所得・利潤 賃金・給与 財産 一般消費税 個別消費税 使用料他 その他
アメ リカ合衆国 州
地方
オース トラリア 州
地方
カ ナ ダ 州
地方
ド イ ツ 州
地方
27.2
18.5
20.4
4.0
40.2
12.8
35.5
13.0
38.6
5.7
=
50.4
-
56.6
81.1
=
24.0
=
ニ
ー
3.f
75.4
31.5
99.5
5.9
85ユ
6.(
17.8
32.5
10.2
=
22.9
0.2
30.2
一
16.9
4.6
is.1
-
14.8
-
1.9
0.:
8.0
4.2
28.5
0.5
6.0
1.2
5.3
0.3
=
=
一
13.5
-
0.3
イ ギ リ ス
イ タ リ ア
ス ウ ェ ー デ ン
フ ラ ン ス
日 本
5.2
5.9
44.2
18.2
37.0
一
30ユ
99.6
13.2
57.5
二
=
一
76.7
23.0
『
34.C
28.;
=
0.4
=
一
8.F
-
5.0
8.4
一
19.7
-
7.2
4.7
23.3
18.5
-
40.6
1.1
(注)EU諸 国はEU分 担金が除かれている
(資料)OECD,REVENUESTATISTICSOFOECDMEMBERCOUNTRIES1965-1994,
1995Editionよ り作成
邦 国家か らみ ると,ヨ ー ロッパ諸国 は州及 び地方 とも所得 ・利潤 を課税 ベー
スと し,新 大陸諸国 の州税 は所得 ・'利潤課税及 び消費課税 の比率 が高 く,地
方 は財産税の割合が きわ めて高 い値 を示 してい る。単一制国家 では,北 欧諸
国等で所得 ・利潤課税 の比率 が90%前 後 を 占め,イ ギ リスや オ ラ ンダな ど
の国々 は財産課税割合が高 く,そ して地中海諸国 では概 ね所得 ・利潤,財 産,
消費な どと満遍 な く課税 され,課 税標準 の偏椅 はみ られ ない。
日本 の地方税の種類 は国税 に比べ て多岐 に亙 っているが,所 得課税及 び財
産 課税で9割 近 い比率を 占めている。都道府県 における主要 な税 目は所得課
税で ある道府県民税 と事業税 であ り,両 税 で総 税 収の65.3%(1994年 度)
を 占あお り,一 方,市 町村税で は所得課税 の市町村民税 と資産課税 の固定 資
産税 で87.1%を 占めてい る。
この ように課 税ベ ースはそれぞれ の歴史的,社 会経済的事情 に依 る ところ
が大 き く,連 邦 制国家及 び集権制国家 につ いて その特徴 を一意的 に示 す こと
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は難 しい。
ところで,わ が国の地方税の特徴は,垂 直的不均衡 と共にその地域的偏在
性にある。地方税は,当 然の事ながら当該行政管轄地域における経済活動水
準を反映する。 したがって,地 域間の経済格差の大 きいわが国の場合,各 地
方政府の税収格差は更に大きいのが実情である。都道府県について1994年
度の人 ロー人当たり地方税額をみると,最 高は東京都の17万3,04E円(6)で,
最低は沖縄県の5万3,258円 である。沖縄県 は東京都の31%の 水準であり,
人 ロー人当たり所得の格差よりかなり大 きい数値である。19県 が東京都 の
50%以 下の水準であり,ま た全国水準以上は9府 県にす ぎないのである。
地方税の歳入総額 に占める比率をみると,都 道府県平均で27.5%と 極めて
低い値でり,最 高の神奈川県 でさえ44.6%に すぎず,20%未 満の団体数 は
24府 県にのぼ り,最 低の高知県は9%と1割 にも満たないのである。地方税
以外の自主財源を加えても歳入構成比は平均で50%に すぎず,他 の50%は
中央政府によって割 り振 られ る依存財源ということになる。地方税の歳入構
成比の低水準,す なわち租税収入 と歳出水準の乖離は,一 つには中央 と地方
の税源配分に原因があり,も う一つは地方政府が遂行 している事務のなかで
固有事務以外の事務の比率が高いのが理由である。
したがって,地 方分権を推進するため,ま ずは中央 ・地方財政間の 「垂直
的均衡」の実現であるという基本認識に立 って,地 方の自主独立財源の充実
強化を実質化する必要がある。それに公共サービス給付の財源は,効 率性の
観点からも当該地域住民の負担によるべきである。地方税は納税者が身近な
ところで税を納め,そ の使用を監視 していくという意味において,地 方自治
の基盤であり,財 政責任(Accountability)の 観点か らも,地 方独立税を
充実確保 し,課 税 自主権を強化す ることが不可欠である。
地方税を拡充する場合,所 得,資 産,消 費のいずれの税源に重 きを置 くに
せよ地方政府間の税収格差の拡大は少なくとも短期的には認めざるを得ない。
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地域間において税源が偏在するにしても,所 得 ・資産 ・消費の分布が異なる
ことから,所 得課税,資 産課税及び消費課税の組合せによるタックス ・ミッ
クスを採用することによって税収の地域間格差を縮小させることが可能であ
るω。 したがって,タ ックス ・ミックスにより歳出規模 と地方税収入 との乖
離をできるだけ縮小するような税体系を構築 しなければならない。
地方分権を確固たるものにするためにも,地 方税体系を再構築する際には,
とくに地域間で偏在性が少なく,且 つ安定的に収納 される税 目によって地方
税を拡充する必要がある。 こうした原則を満たすのが,消 費課税であり固定
資産に対する課税である。 とくに消費課税は,景 気変動の影響を受けにくく,
それに地域間の偏在性が少ない。地方政府の財政基盤を安定的,且 つ強固な
ものにする上で最も適 した税である。因みに,1994年 度 における地方税収
入の構成比をみると,所 得課税53.3%,資 産課税31.8%,そ して消費課税
14.8%で あり(8),消費に対する課税は拡充の余地があると思われる。
ところで,消 費譲与税に代わり,1994年4月1日 か ら一般消費税 として
地方消費税が導入(9)されるが,地 方消費税 は,消 費譲与税とは異なり地域活
性化努力を し税源の酒甕をすればそれだけ税収が増大することになる。 また
譲与制限などの中央政府の介入がなくなり地方政府の自主性が高くなるだろ
う。今後 「原産地原則が再評価され,清 算 システムが解消されれば,徴 税権
も地方政府に移 し,課 税権も徴税権も地方政府が握る真の意味での地方税に
地方消費税を育てていくことが可能になる」('0)であろう。税源移譲を行なう
場合,ま ず具体的には,地 方独立税である地方消費税の比率を高めていく方
向でなされるべきである。
4.補 填財源等の在り方'
本節では,地 方分権の下で地方税を補完する有力な財源となる一般補助金,
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特定補助金及び地方債について論 じる。 これまで述べたように,中 央集権制
度および地方分権制度ともそれぞれ長所があり,地 方分権を推進するのはそ
れ自体に価値があるからではない。わが国を取 り巻 く国際環境及び国内にお
ける経済社会の変化を考えた場合,も はや民間部門における規制緩和と共に
行財政の分権化を推進することなしに,国 民福祉の維持向上,国 民経済の発
展を推進す ることが難 しいと思われるからである。国民の享受する公共サー
ビスの質 ・量や,そ の財源の調達および使途についての意志決定を可能な限
り地方政府に委ねた方が社会的厚生の極大化につながるとの価値判断である。
無論,民 間部門に対する規制が,中 央政府から地方政府に代替するものであっ
てはな らない。
これまで述べてきたように地方政府がその任務を遂行するにあたって,歳
出における自治 と歳入における自治が確保されねばならない。現行制度の下
では,機 関委任事務などを中心に,地 方政府の供給する公共サービスの種類
やその給付水準が国によってコントロールされ,そ の内容は画一的で各地方
政府の行政管轄区域のニーズにそぐわないものになっている場合が多い。そ
れに前節で も述べたように地方税をはじめ地方の財源調達についても国の強
力な統制下にある。収支両面 について国の関与,干 渉を極力減 らしその意志
決定を地方政府に任すことが,政 府部門の経済活動に関する分権化である。
地方分権を推進するにあたり,収 入面と支出面における意志決定の分権化は
表裏一体の ものである。
こうした財源統御は,地 方政府に対する中央政府の過度の介入と保護であ
り,他 方,地 方の側において甘えの構造を醸成せ しめている。画一 した地方
税負担の下で,財 源 トランスファーと統制によって中央政府の決定 した公共
サービスの給付を容易にしているのである。とくに近年では,普 通建設事業
のために起債された地方債償還のための経費が地方交付税算定において基準
財政需要額 に算入される措置が採 られ,地 方交付税,国 庫支出金及び地方債
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の連動が密接になってきている。つまりこれ らの主要な歳入科目とも本来の
役割か ら乖離する部分が大きくなってきているとも言えよう。地方の自主性
の強化と言った観点か ら,前 節で論 じた地方税と同様に地方交付税,国 庫支
出金及び地方債を再構築 しなければならないであろう。
さて,地 方分権下における地方交付税,国 庫支出金及び地方債の在 り方に
ついて述べてみよう。地方税の賦課と共に,地 方政府の自由裁量の余地が大
きい収入調達手段として地方債がある。地方債の発行は,世 代間の公平の確
保や緊急な財政需要が発生 した場合などに有用な財源調達手段である。現在,
地方債は個々の地方政府が自由に発行で きるのではなく,国 の定めた地方債
計画や起債許可方針にもとづいて実施されている。起債については,可 能な
限り地方政府の裁量に任せ,市 場性を持たせるべ きではあるが,地 方政府間
の信用力の強弱等に配慮する必要がある。とくに,野 放図な起債を防ぐため,
地方政府の財政責任(Accountability)の 明確化が要請される。
一般財源補填としての地方交付税の基本的な機能は地方政府間における財
政力格差の是正及び財源保障の機能である。上述の地方交付税の特定補助金
化は一般補助金本来の役割を逸脱 していると言える。地方政府間の財源調整
の理念はどの地域に居住 していようとも租税負担が同一な らば財政的取 り扱
い,つ まり基本的な公共サービスの消費水準に格差があってはならないと言
うことである。 こうした観点から,地 域間に大 きな経済力格差,税 源賦存量
の格差,す なわち財政力格差が存在する状況下では財源調整制度は不可欠で
ある。民間部門における一層の自由競争の促進,及 び公共部門への競争原理
の導入は地域間の経済力格差をさらに拡大させるのは必至である。地方分権
の推進は長期的にはともか く短期的には地方政府間の財政力格差を現在以上
に拡大させるものと思われる。財源調整の方法として具体的には国税'として
徴収 した財源を配分する現行方式及び自治体間における財政調整が考えられ
よう。格差是正を行なう場合どの程度までの均衡化を推 し進めるのか,換 言
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すれば容認 される格差の水準をどこにもとめるかが課題である。 これは国民
の価値判断 に依存するが,財 源調整制度を再構築する際の大 きな問題の一つ
であろう。
地方分権を推進する際に特に問題 となるのが,条 件付補助金である国庫支
出金の取 り扱いである。 この補助金の交付 とこれに伴 う中央政府の介入が地
方政府の自主性や自立性を阻害 し,財 政構造を規定 しているとの批判である。
確かに,中 央政府が指導 ・命令権をもつ機関委任事務制度を始めとして改廃
すべき点は多い。 しか し,国 庫支出金は,全 国一定のサービス水準の確保,
特定の事務事業の奨励,ス ピルオーバー効果を伴 う公共サービスの最適水準
の確保などと言 った役割を有 しており,完 全に否定 してしまうのは疑問であ
る。 たとえば,地 方政府によるナショナル ・ミニマムな行政水準の達成につ
いては中央政府がその財源を保障すべきであり,過 疎化地域のように政府部
門により存続を図 っている地域の振興には全国的見地か らのバイアスを必要
とし,そ して広範囲の地方政府を巻き込む公共サービスの供給にはこの条件
付補助金により資源配分の効率性を確保 しなければならない。国庫支出金 は
可能な限り整理統合の必要性のあることは当然であるが,そ れ本来の機能を
考えれば,そ の存在理由は決 してなくならない。
以上,主 として自主 ・独立依存財源の強化といった観点か ら地方分権化に
おける塊方歳入の在 り方を論 じた。単純に,地 方交付税率を引き上げ,国 庫
支出金を一般財源化するだけでは望ましい解を得ることは難しいと思われる。
中央政府か らの移転財源 としての一般財源が増大す るにすぎず,地 方の自主
性や財政責任を伴わないからである。 したがって,特 に重要なのは中央 と地
方の税源配分であり,地 域的に偏在の少ない税目を可能な限 り地方政府に割
り振 るべきである。それでも,地 方政府間の税源の賦存量には大 きな格差が
存在するであろうか ら,そ れを補完する 「地方財政調整制度の新展開」(")が
不可避である。
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現行制度の下におけるわが国の中央と地方の関係は,本 社と工場にたとえ
られる場合があるが,地 方分権とはこの関係を廃棄 し,中 央政府と地方政府
が新 しい対等な関係を構築することである。その際,中 央政府と地方政府の
役割分担が問題になって くるが,権 限は財源と一体となって地方政府に移さ
れなければならない。
ただ,見 方を変えれば現在の行財政制度は地方政府間の財政力格差の是正,
延いては地域間の所得再分配を重視 したシステムとも言える。分権化社会は
これまで以上に地域間の競争を促 し,財 源に余裕のある地方政府とそうでな
い地方政府との間で供給する公共サービスの差異が拡大するであろう。要は,
各地方政府の供給する公共サービスの量や質についての相違をどの程度の水
準まで地域特性として認識するかである。地方分権が進展 し地方政府の権限
が強化されるほど,当 局の政策形成能力及びその実行能力の醸成が求められ
よう。
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